
予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名　森のしごと普及啓発事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　林政部　恵みの森づくり推進課　担い手育成係　電話番号：058-272-1111（内3026）

　　　　　　　E-mail： c11513@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    ５，９００千円（前年度予算額： ８，５００千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,500

	要求額
	5,900
	0
	0
	0
	0
	0
	5,900
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
第３期岐阜県森林づくり基本計画において、１００年先の森林づくりを進めるために、人材育成については「１００年の森林づくり計画人材・技術開発プロジェクト」に位置付け重点的に実施していくこととしており、森林技術者数をＲ３年度に１，２５５人に増加することを目標としている。
しかしながら、森林技術者数は減少傾向にあり、Ｈ３０年度は９４０人となっている。また、新規就業者についても減少傾向にあり、Ｈ３０年度は６８人となっている。このため、まずは求職者の林業に対する関心を高めることが必要であり、そのための取組みとして、「森のジョブステーションぎふ」において、県民の方々に林業を広く知っていただくための事業を展開する。
（２）事業内容

林業担い手の確保を図るためには、まずは、林業に対する関心を高めることが必要であることから、岐阜県の林業の魅力を広く知っていただくための事業を展開する。

　①就業ガイダンス
就業ガイダンス（相談会）等の場などにおいて、林業の具体的な仕事の内容をよく理解していただくため、現場で働く森林技術者等の参加などにより、来場者等に岐阜県の林業をPRする。
　②林業体験セミナー
林業に興味がある人、就業を希望する人を対象に、「林業」という仕事への理解を深めることを目的として、林業や木材産業等の現地視察、事業体における職場体験ができるセミナー等を開催する。
③意見交換会の開催

林業への就業に興味がある方を対象に、現場で働く森林技術者をゲストとした意見交換会（セミナー、フェア、ガイダンス等）を開催し、森で働くことについての生の話を伝え、意見交換を行うことで、林業への理解を深め、就業への不安を取り除き、就職に結びつける。なお、集客を図るため、著名人等を活用する。
④森ジョブスカウト

　　　次年度以降に就職する高校生、大学生に対して、林業の魅力を広くPRするため、高校や大学を巡回するキャラバン隊を結成し、森のしごとの紹介や就職相談を行う。キャラバン隊には、森のジョブステーションぎふの相談員だけでなく、現場で働く若手森林技術者等にも参加していただき、生の声を学生に伝える。
（３）県負担・補助率の考え方

　　補助率１０/１０
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	5,900
	岐阜県林業労働力確保支援センターへの補助金

	合計
	5,900
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　第３期岐阜県森林づくり基本計画において令和3年度の森林技術者数を1,255人としている。
（２）国・他県の状況　
　国において「緑の雇用」現場技能者育成推進事業を実施。
（３）後年度の財政負担　　　後年度においても継続的に補助
（４）事業主体及びその妥当性
　　岐阜県林業労働力確保支援センター（公益社団法人岐阜県森林公社）

林業労働力確保支援センターは「林業労働力の確保に関する法律」において、林業労働力の確保を推進するため、各県に１つ設置が位置づけられており、事業主体として適当。
単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	森のしごと普及啓発事業費補助金

	補助事業者（団体）
	林業労働力確保支援センター（（公社）岐阜県森林公社）

（理由）林業労働力の確保に関する法律において、林業労働力の確保を推進するため、設置が位置づけられており、事業主体として適当。

	補助事業の概要
	（目的）森のしごとについて、広く県民にPRし、林業への理解を深めることで、担い手確保を図る。

（内容）①就業ガイダンス②林業体験セミナー
③意見交換会④森ジョブスカウト　の開催

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）10/10
（理由）林業の担い手育成を推進するため。

	補助効果
	新規就業者の確保と育成、事業体の経営基盤強化

	終期の設定
	終期３３年度

（理由）継続的に支援していくことが必要


（事業目標）
	・県内の森林技術者数を令和3年度に1,255人まで増やします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H30年度末)
	目標

(R元年度末)
	目標

(終期)

	①森林技術者数
	940
	1,247
	1,255

	②
	
	
	


	
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	R元年度
	R2年度

（要求）

	補助金交付実績
	0千円
	0千円
	0千円
	(予算額)

8,500千円
	(要求額)

5,900千円

	指標①目標
	1,220
	1,141
	1,238
	1,247
	1,251

	指標①実績
	930
	932
	940
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	76％
	82％
	76％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	・県内の森林技術者数は、これまで減少していたが、平成２９年度から減少に歯止めがかかっている。


（今後の課題）

	・森林技術者の安定的な雇用を図り、新規就業者数を増やすため、継続的な支援が必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	・林業担い手を確保するため、就業前から修業後まで一貫した支援が必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	・県内の森林技術者数の減少に歯止めがかかりつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	・森のジョブステーションぎふは、林業担い手の確保から育成、労働環境の整備を行う県内唯一の機関であり、連携し効率的に実施している。


（事業の見直し検討）

	・森林技術者の育成については、「１００年の森林づくり計画人材育成・技術開発プロジェクト」として重点的に実施する。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）・森林づくり基本計画における森林技術者数を確保していくため、継続して事業を実施していくことが必要。



